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           は  じ  め  に  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
  

 

 「財務書類」を見れば、「市の借金は？」「資産は？」「福祉や教育に使っている金額は？」

などさまざまなことが分かります！ 

 

ポイント 

  

「貸借対照表」の「地方債（あ）」と

「１年内償還予定地方債（い）」を足

した額です。 

（あ） 

（い） 

 

市の借金は？ 

下の表「行政コスト計算書に係る行政目的別の明細」 

で確認ができます。 

「教育」や「福祉」

のお金は？ 
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        「統一的な基準」 について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地方公共団体の公会計制度は、これまで現金収支に着目した単式簿記が採用されてき

ました。ところが単式簿記は、①発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去

から積み上げた資産や負債などの状況が把握できない②減価償却や引当金といった会計

手続の概念がないといった弱点がありました。 

 

 

 平成２７年１月に「統一的な基準による公会計マニュアル」を公表し、財務書類の作成方法

を、「統一的な基準」に一本化しました。原則として平成２８年度決算の財務書類から当基準

を適用し、平成２９年度中に作成、公表することを要請しています。 

 

 

これまで 

国の取組 

【ポイント】 

① 現金主義による会計処理の補完 

賞与等引当金（※）など現金主義では見えにくい債務を明示することにより、資産・

負債をより明確に把握することができる。 

② 公社・第３セクター等を踏まえた会計の整備による市財政全体の把握 

異なる団体も、統一した基準による財務書類を整備することにより、市全体の財政

状況を把握することができる。 

③ 資産・債務改革への対応 

「固定資産台帳」の整備が必須となり、市が保有する資産を正確に把握し、今後の

有効活用を検討することができる。 

 

  

  
  

※ 

賞与等引当金の場合・・・ 
次年度の６月に支払予定の夏季賞与の支給額には、年

度内に働いたことで支払われるとみなされる額が含ま

れます⇒当年度の「賞与等引当金」として見積ります。 
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本市では、国が進める制度改革に基づき、平成12年度決算より財務書類４表（貸借

対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成してきました。  

国の通知を踏まえ、平成２７年度決算から、「統一的な基準」に基づき財務書類４表

を作成しております。 

※ 国から示された平成２８年度決算からの新基準適用よりも１年前倒しで試行的に作

成しました。今後、資産の把握等、更なる運用の適正化を図り、財務情報の精緻化を図

ってまいります。 

本市の取組 

《財務書類の対象となる会計・団体等》 
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①一般会計等
財務書類
（普通会計）

②全体財務書類

③連結財務書類
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ヶ
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《基準日》   

財務書類の作成基準日は平成２８年３月３１日です（ただし、出納整理期間中の 

収支は、基準日までに終了したものとして処理しています）。 
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当市が、これまで採用していた「総務省改訂モデル」から「統一的な基準」へ

の主な変更点は以下のとおりです。 

１、有形固定資産の評価基準の変更 

「土地」 に関しては、原則 取得原価とし、取得原価が不明なものは 再調達原価（※）

となります。ただし、比較可能性の観点から、昭和５９年以前に取得した資産は一律

再調達原価となります。更に、今回の基準変更により「道路用地」等、インフラに係

る資産を計上しております。 

「土地以外」 に関しては、原則 取得原価とし、取得原価が不明なものは 再調達

原価 となります。ただし、比較可能性の観点から、昭和５９年以前に取得した資

産は一律 再調達原価となります。なお、土地以外の償却資産は、減価償却を行い、

取得価額と減価償却累計額を併せて表記しております。 

基準の変更により、移行前と比べて有形固定資産は 約 610億円 の増となって

います。 

 

※ 再調達原価とは？ 

現時点で、対象の資産を再調達したと仮定した場合に支払うべき金額です。 

 

２、その他の変更点 

・貸借対照表の計上項目（無形固定資産など）の追加 

・行政コスト計算書への臨時損益の区分の追加 

・純資産変動計算書の財源情報の簡略化 

                           など 

「統一的な基準」への移行の影響 
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【資産の部】 

借方 貸方 

 【負債の部】 

 

 

純資産 

① 貸借対照表（資産） 

現金預金 

 

  ②行政コスト計算書（費用） 

経常収益（－） 

（使用料・手数料など） 

純経常コスト 

（人件費など） 

純経常行政コスト 

【臨時損益】 

（資産売却益など） 

【純経常行政コスト】 

（人件費など） 

純行政コスト 

③純資産変動計算書 

固定資産等の変動 
（内部変動） 

年度末純資産残高 

純行政コスト（-） 

【純資産の部】 

  

同額 

④資金収支計算書（現金預金） 

歳計現金（現金預金） 

の変動 

年度末現金預金残高 

 

同額 

財 務 書 類 ４ 表 について 

  

  
  

 

① 『貸借対照表』は、行政サービスの元手となるお金（「負債」や「純資産」）が、どのよ

うな姿（「資産」）をしているかを示しています。（民間の「バランスシート」） 

② 『行政コスト計算書』は、資産形成を伴わない行政サービスにかかった「コスト」と「受け取

ったお金」を示しています。 

③ 『純資産変動計算書』は、『貸借対照表』の「純資産」の変動を示しています。 

※②と③を併せて、民間の「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」となります。 

④ 『資金収支計算書』は、『貸借対照表』の「現金預金」の変動を示しています。（民間の「キャ

ッシュフロー計算書」） 

ポイント 

財源 

歳計外現金の変動 
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『貸借対照表』は、行政サービスに必要な資産の取得の元手となったお金（「負

債」や「純資産」）が、どのような姿（「資産」）をしているかを示しています。

例えば、「資産」を形成するための資金調達方法が、①借金（地方債）か、②税金

や補助金だったのかなどを示しています。 

 

【資産の部】（4,480 億円） 

  固定資産 （4,372 億円） 

 ・有形固定資産（4,261 億円） 

     ： 

・無形固定資産 （5.5 億円） 

      ： 

・投資その他の資産（105 億円） 

      ： 

      ： 

 

流動資産 （108 億円） 

借方（財産） 

 

 

【負債の部】（848 億円） 

固定負債 （720 億円） 

 

流動負債 （128 億円） 

 

 

 

 

【純資産の部】（3,632 億円） 

◎ソフトウェア（5.5億円） 

システムの開発費用など 

◎事業用資産（2,455億円） 

インフラ資産、物品以外 

◎インフラ資産（1,792億円） 

道路や公園など 

◎物品（14億円） 

地方自治法で物品として

規定されているもの 

（例）棚、乗用車など 

◎投資及び出資金（16億円） 

◎基金（貯金）（53億円） 

など 

◎現金預金（72億円） 

◎基金（25億円）  

など 

【将来の負担】 

◎地方債（510億円） 

◎未払金（39億円） 

◎賞与等引当金（11億円） 

                   など 

将来的に支払いが見込ま

れる金額 

純資産変動計算書 

「年度末純資産残高」 

＝ 

 

【From】 

純資産変動計算書 

 

【From】 

資金収支計算書 

① 貸借対照表について 

約 4,480 億円 

貸方（財源） 

 

 
約 4,480 億円 

※下図以降の～P9 までの図の数値は「一般会計等」のものです。 

現金預金 
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『行政コスト計算書』は、１年間の行政サービスのうち、資産形成を伴わない、

ソフト面のサービス（人的、給付サービスなど）及び行政サービスにかかった「コ

スト」と、「受け取ったお金」を、性質別（人にかかるコスト、物にかかるコスト

など）に示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎人件費 （150億円） 

正規職員の給与費など 

◎物件費等（286億円） 

備品、消耗品、委託料や 

減価償却費（※）など 

◎その他の業務費用（16億円） 

  支払利息など 

◎移転費用（448億円） 

市民への補助金や児童手当、

生活保護費などの社会保障

給付や他会計への支出 

【純行政コスト】（868.7 億円） 

⇒ 純資産変動計算書 

「純行政コスト」へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

『減価償却』って何？ 

 

  

1 年目  2 年目  3 年目  4 年目 5 年目 

 

【例】１００万円の車 

耐用年数 ５年 

100 

 

耐用年数で 

考えるよ！ 

解説！ 

【To】純資産変動計算書 

『減価償却』とは、固

定資産を取得した年

に費用として全額計

上せずに、耐用年数に

わたって各年度の費

用として配分する考

え方です。 

※ 

② 行政コスト計算書について 

経常費用（＋）   （900 億円） 

経常収益（－）   （ 31 億円） 

【純経常行政コスト】（869 億円） 

 

臨時損失・収益 （▲ 0.3 億） 

資産売却に 

伴うもの など 

20    20     20    20     20 
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『純資産変動計算書』は、「純資産」の1年間の増減や、その内訳の変動を示

しています。財源には、「国や県からの補助金」、「市税や交付金」などがあり、

それぞれの項目の区分ごとに示しています。 

【前年度末純資産残高】（3,631 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本年度末純資産残高】（3,632 億円） 

⇒ 貸借対照表 

「純資産の部（純資産合計）」へ 

 

資産の変動が 

分かるよ！ 

【To】貸借対照表 

③  純資産変動計算書について 

 

 

 

 

 

 

 

【本年度差額】（ ▲1.8 億円 ） 

 

純行政コスト（－） （868.7 億円） 

 行政コスト計算書 

「純行政コスト」から 

税収等（＋） （866.9 億円） 

 

 

【本年度純資産変動額】（0.8 億円） 

純資産の変動（2.6 億円） 

【From】行政コスト計算書 
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『資金収支計算書』は、1年間の現金の増減の内訳を示しています。 

「業務活動」、「投資活動」、「財務活動」があり、それぞれの収支の内訳を

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本年度末現金預金残高】（ 72 億円 ） 

 

 

本年度末現金預金残高 （72 億円） 

⇒ 貸借対照表「現金預金）」へ 
【To】貸借対照表 

④ 資金収支計算書について 
 

+ 前年度末資金残高（ 41 億円 ） 

+ 歳計外現金残高（ 13 億円 ） 

 

 

 

 

 

 

支出（－） 831 億円 

・人件費 

・物件費 

・他会計への繰出 等 

収入（＋） 890 億円 

・税収 

・使用料及び手数料 

・補助金（国県）等 

 

 

 

 

 

 

支出（－）  75 億円 

・公共施設等整備費 

・貸付金支出 

 等 

収入（＋）  37 億円 

・補助金（国県）等 

・資産売払収入 

       等 

【業務活動収支】( 59 億円 ) 

 

【投資活動収支】（ - 38 億円 ） 

 
 

 

 

 

 

 

支出（－）  62 億円 

・地方債償還額 

 等 

収入（＋） 59 億円 

・地方債発行額 

       等 

【財務活動収支】（ - 3 億円 ） 

 

本年度資金収支額 （18 億円） 

【本年度末資金残高】（ 59 億円 ） 
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一般会計等の財務書類 

  

  
  

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 437,208,180 固定負債 71,982,189 ※

有形固定資産 426,126,798 地方債 51,017,716

事業用資産 245,543,622 長期未払金 10,678,162

土地 169,599,451 退職手当引当金 8,693,882

立木竹 0 損失補償等引当金 1,938

建物 159,854,009 その他 1,590,492

建物減価償却累計額 △ 92,665,140 流動負債 12,838,159 ※

工作物 16,711,401 1年内償還予定地方債 6,227,121

工作物減価償却累計額 △ 8,567,327 未払金 3,888,920

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 1,080,998

航空機 0 預り金 1,338,054

航空機減価償却累計額 0 その他 303,065

その他 0 84,820,348

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 611,228 固定資産等形成分 440,025,401

インフラ資産 179,197,850 余剰分（不足分） △ 76,857,416

土地 80,313,130

建物 136,657

建物減価償却累計額 △ 117,302

工作物 164,083,895

工作物減価償却累計額 △ 65,447,156

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 228,626

物品 4,030,544

物品減価償却累計額 △ 2,645,218

無形固定資産 552,592

ソフトウェア 552,592

その他 0

投資その他の資産 10,528,790

投資及び出資金 1,638,990

有価証券 1,360,702

出資金 278,288

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 3,523,668

長期貸付金 287,029

基金 5,342,641

減債基金 0

その他 5,342,641

その他 0

徴収不能引当金 △ 263,538

流動資産 10,780,154

現金預金 7,248,165

未収金 1,001,845

短期貸付金 60,132

基金 2,548,110

財政調整基金 2,548,110

減債基金 0

棚卸資産 0

その他 0

徴収不能引当金 △ 78,098 363,167,986 ※

447,988,334 447,988,334

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：千円）

経常費用 90,032,157 ※

業務費用 45,201,669 ※

人件費 14,998,668 ※

職員給与費 14,249,254
賞与等引当金繰入額 1,080,998
退職手当引当金繰入額 △ 1,161,953
その他 830,368

物件費等 28,632,469
物件費 18,960,960
維持補修費 2,024,744
減価償却費 7,618,250
その他 28,515

その他の業務費用 1,570,532 ※

支払利息 550,411
徴収不能引当金繰入額 326,629
その他 693,491

移転費用 44,830,488
補助金等 19,341,369
社会保障給付 17,499,399
他会計への繰出金 7,758,631
その他 231,089

経常収益 3,135,438 ※

使用料及び手数料 1,521,011
その他 1,614,426

純経常行政コスト △ 86,896,719
臨時損失 55,550

災害復旧事業費 -
資産除売却損 54,785
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 765
その他 -

臨時利益 80,847
資産売却益 80,847
その他 -

純行政コスト △ 86,871,422

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 金額

 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

※行政コストの計の欄は、マイナス表示になります。 
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 363,084,173 442,068,884 △ 78,984,711

純行政コスト（△） △ 86,871,422 △ 86,871,422

財源 86,688,546 86,688,546

税収等 63,575,728 63,575,728

国県等補助金 23,112,818 23,112,818

本年度差額 △ 182,876 △ 182,876

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,310,171 2,310,171

有形固定資産等の増加 6,452,631 △ 6,452,631

有形固定資産等の減少 △ 8,286,529 8,286,529

貸付金・基金等の増加 876,261 △ 876,261

貸付金・基金等の減少 △ 1,352,534 1,352,534

資産評価差額 1,528 1,528

無償所管換等 265,161 265,161

その他 - - -

本年度純資産変動額 83,812 ※ △ 2,043,483 ※ 2,127,295

本年度末純資産残高 363,167,986 ※ 440,025,401 △ 76,857,416

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 83,112,594

業務費用支出 38,282,106
人件費支出 16,025,469
物件費等支出 21,032,916
支払利息支出 550,411
その他の支出 673,310

移転費用支出 44,830,488
補助金等支出 19,341,369
社会保障給付支出 17,499,399
他会計への繰出支出 7,758,631
その他の支出 231,089

業務収入 89,053,033
税収等収入 63,449,054
国県等補助金収入 22,499,815
使用料及び手数料収入 1,521,488
その他の収入 1,582,676

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 5,940,439
【投資活動収支】

投資活動支出 7,499,176
公共施設等整備費支出 4,837,658
基金積立金支出 2,661,518
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 3,656,254 ※

国県等補助金収入 613,003
基金取崩収入 2,877,384
貸付金元金回収収入 77,060
資産売却収入 88,808
その他の収入 -

投資活動収支 △ 3,842,922
【財務活動収支】

財務活動支出 6,150,499
地方債償還支出 5,804,840
その他の支出 345,659

財務活動収入 5,859,100
地方債発行収入 5,859,100
その他の収入 -

財務活動収支 △ 291,399
1,806,118
4,103,992

5,910,111 ※

前年度末歳計外現金残高 1,271,705
本年度歳計外現金増減額 66,350
本年度末歳計外現金残高 1,338,054 ※

本年度末現金預金残高 7,248,165

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２７年４月１日　
至　平成２８年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 573,150,003 ※ 固定負債 130,510,045 ※

有形固定資産 550,643,108 地方債等 72,051,322

事業用資産 246,617,402 長期未払金 10,678,162

土地 170,159,756 退職手当引当金 9,820,508

立木竹 0 損失補償等引当金 1,938

建物 161,708,667 その他 37,958,114

建物減価償却累計額 △ 94,013,996 流動負債 16,005,628

工作物 16,724,305 1年内償還予定地方債等 7,785,609

工作物減価償却累計額 △ 8,572,558 未払金 5,027,644

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 1,223,326

航空機 0 預り金 1,660,686

航空機減価償却累計額 0 その他 308,363

その他 0 146,515,673

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 611,228 固定資産等形成分 575,943,180

インフラ資産 299,243,826 ※ 余剰分（不足分） △ 126,076,911

土地 87,108,607

建物 4,045,199

建物減価償却累計額 △ 2,397,760

工作物 314,479,448

工作物減価償却累計額 △ 104,482,399

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 490,732

物品 13,583,822

物品減価償却累計額 △ 8,801,943

無形固定資産 5,595,266

ソフトウェア 627,310

その他 4,967,956

投資その他の資産 16,911,630

投資及び出資金 1,641,570

有価証券 1,360,702

出資金 280,868

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 8,902,191

長期貸付金 292,525

基金 6,863,976

減債基金 0

その他 6,863,976

その他 0

徴収不能引当金 △ 788,632

流動資産 23,231,939

現金預金 16,884,148

未収金 3,655,646

短期貸付金 60,132

基金 2,548,110

財政調整基金 2,548,110

減債基金 0

棚卸資産 114,727

その他 56,100

徴収不能引当金 △ 86,924

繰延資産 - 449,866,269

596,381,942 596,381,942

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

 

全体財務書類について 
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（単位：千円）

経常費用 156,348,577 ※

業務費用 60,245,087
人件費 17,074,357

職員給与費 16,067,976
賞与等引当金繰入額 1,199,682
退職手当引当金繰入額 △ 1,161,953
その他 968,652

物件費等 39,852,125
物件費 24,941,117
維持補修費 2,444,997
減価償却費 12,432,790
その他 33,221

その他の業務費用 3,318,605
支払利息 1,115,917
徴収不能引当金繰入額 859,958
その他 1,342,730

移転費用 96,103,490 ※

補助金等 78,428,287
社会保障給付 17,499,399
他会計への繰出金 △ 55,312
その他 231,115

経常収益 14,661,771
使用料及び手数料 10,185,208
その他 4,476,563

純経常行政コスト △ 141,686,806
臨時損失 56,138

災害復旧事業費 -
資産除売却損 54,785
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 765
その他 588

臨時利益 251,922
資産売却益 82,600
その他 169,322

純行政コスト △ 141,491,022

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 金額

 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

※行政コストの計の欄は、マイナス表示になります。 
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 447,720,443 579,023,768 △ 131,303,325

純行政コスト（△） △ 141,491,022 △ 141,491,022

財源 142,905,169 142,905,169

税収等 100,506,225 100,506,225

国県等補助金 42,398,944 42,398,944

本年度差額 1,414,147 1,414,147

固定資産等の変動（内部変動） △ 3,812,267 ※ 3,812,267 ※

有形固定資産等の増加 23,931,754 △ 23,931,754

有形固定資産等の減少 △ 26,737,915 26,737,915

貸付金・基金等の増加 1,069,444 △ 1,069,444

貸付金・基金等の減少 △ 2,075,551 2,075,551

資産評価差額 1,528 1,528

無償所管換等 767,281 767,281

その他 △ 37,131 △ 37,131 -

本年度純資産変動額 2,145,826 ※ △ 3,080,588 ※ 5,226,414

本年度末純資産残高 449,866,269 575,943,180 △ 126,076,911

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

 



- 17 - 

 

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 143,852,364 ※

業務費用支出 47,748,874
人件費支出 18,110,259
物件費等支出 27,449,649
支払利息支出 1,115,917
その他の支出 1,073,049

移転費用支出 96,103,490 ※

補助金等支出 78,428,287
社会保障給付支出 17,499,399
他会計への繰出支出 △ 55,312
その他の支出 231,115

業務収入 155,368,295
税収等収入 99,238,865
国県等補助金収入 41,681,832
使用料及び手数料収入 10,129,137
その他の収入 4,318,461

臨時支出 415,078
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 415,078

臨時収入 -
業務活動収支 11,100,852 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 11,710,950

公共施設等整備費支出 8,541,998
基金積立金支出 3,152,255
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 928
その他の支出 15,769

投資活動収入 5,228,358
国県等補助金収入 631,667
基金取崩収入 3,706,172
貸付金元金回収収入 80,892
資産売却収入 101,534
その他の収入 708,093

投資活動収支 △ 6,482,592
【財務活動収支】

財務活動支出 7,793,894
地方債償還支出 7,437,208
その他の支出 356,686

財務活動収入 6,037,000
地方債発行収入 6,037,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,756,894
2,861,366

12,684,728

15,546,094

前年度末歳計外現金残高 1,271,705
本年度歳計外現金増減額 66,350
本年度末歳計外現金残高 1,338,054 ※

本年度末現金預金残高 16,884,148

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２７年４月１日　
至　平成２８年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 581,620,455 固定負債 137,406,511

有形固定資産 557,607,519 地方債等 73,653,011

事業用資産 253,039,926 ※ 長期未払金 10,678,162

土地 173,960,238 退職手当引当金 13,289,031

立木竹 0 損失補償等引当金 1,938

建物 167,667,197 その他 39,784,369

建物減価償却累計額 △ 97,381,908 流動負債 17,177,966 ※

工作物 16,755,728 1年内償還予定地方債等 7,983,752

工作物減価償却累計額 △ 8,572,558 未払金 5,431,582

船舶 0 未払費用 1,380

船舶減価償却累計額 0 前受金 71,000

浮標等 0 前受収益 116,216

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 1,403,897

航空機 0 預り金 1,850,935

航空機減価償却累計額 0 その他 319,205

その他 0 154,584,477

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 611,228 固定資産等形成分 584,210,697

インフラ資産 299,732,413 ※ 余剰分（不足分） △ 131,645,499

土地 87,597,194 他団体出資等分 65,244

建物 4,045,199

建物減価償却累計額 △ 2,397,760

工作物 314,479,448

工作物減価償却累計額 △ 104,482,399

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 490,732

物品 13,637,149

物品減価償却累計額 △ 8,801,969

無形固定資産 5,599,120

ソフトウェア 628,861

その他 4,970,259

投資その他の資産 18,413,816

投資及び出資金 55,224

有価証券 1,370,702

出資金 △ 1,315,478

その他 0

長期延滞債権 8,902,191

長期貸付金 197,817

基金 8,382,266

減債基金 0

その他 8,382,266

その他 1,664,950

徴収不能引当金 △ 788,632

流動資産 25,594,464

現金預金 19,066,727

未収金 3,736,662

短期貸付金 42,132

基金 2,548,110

財政調整基金 2,548,110

減債基金 0

棚卸資産 123,780

その他 169,326

徴収不能引当金 △ 92,273

繰延資産 - 452,630,442

607,214,919 607,214,919

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

 

連結財務書類について 
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（単位：千円）

経常費用 191,383,893 ※

業務費用 66,889,032 ※

人件費 20,188,345
職員給与費 18,954,694
賞与等引当金繰入額 1,376,285
退職手当引当金繰入額 △ 1,145,602
その他 1,002,968

物件費等 42,316,658 ※

物件費 25,447,938
維持補修費 2,473,157
減価償却費 12,588,693
その他 1,806,869

その他の業務費用 4,384,029
支払利息 1,129,960
徴収不能引当金繰入額 859,958
その他 2,394,111

移転費用 124,494,861
補助金等 72,283,808
社会保障給付 52,035,250
他会計への繰出金 △ 55,312
その他 231,115

経常収益 16,949,564
使用料及び手数料 10,189,015
その他 6,760,549

純経常行政コスト △ 174,434,329
臨時損失 57,430

災害復旧事業費 -
資産除売却損 56,077
損失補償等引当金繰入額 765
その他 588

臨時利益 255,870 ※

資産売却益 82,600
その他 173,269

純行政コスト △ 174,235,889

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 金額

 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

※行政コストの計の欄は、マイナス表示になります。 



- 20 - 

 

（単位：千円）

前年度末純資産残高 450,182,067 586,656,072 △ 136,538,201 64,196

純行政コスト（△） △ 174,235,889 △ 174,235,889 0

財源 176,225,555 176,225,555 0

税収等 104,389,460 104,389,460 0

国県等補助金 71,836,095 71,836,095 0

本年度差額 1,989,667 ※ 1,989,667 ※ 0

固定資産等の変動（内部変動） - -

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 - -

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 570,868 -

無償所管換等 197,941 -

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 1,048 1,048

その他 △ 311,149 - -

本年度純資産変動額 2,448,375 △ 2,445,375 4,892,702 1,048

本年度末純資産残高 452,630,442 584,210,697 △ 131,645,499 65,244

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２７年４月１日　

至　平成２８年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

 

 

 

省略 

※「統一的な基準による公会計 

マニュアル」に基づく 

◎この後に続く、「連結純資産収支計算書」については、作成を省略しています。 

※「統一的な基準による公会計マニュアル」に基づく 

 


